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１ 業務名称 三鷹駅前近接地テレビ電波障害防除調査業務（事前） 

 

２ 履行期間 契約締結日の翌日から令和６年３月 15 日まで 

 

３ 業務内容 

本業務は、三鷹駅前近接地住宅建設において発生する地上デジタル放送及び衛星放送（BS・110 度

CS、CS）のテレビ電波受信障害について、障害予測範囲図（しゃへい障害）を作成することを目的

とする。 

 

４ 業務対象地域 東京都三鷹市下連雀三丁目 21 番 

 

５ 業務実施方法 

以下の業務は、三鷹駅前近接地を 1 建築物として完結すること。 

（１）障害予測範囲図の作成（事前調査対象物件のみ） 

受信障害予測シミュレーションによる机上予測範囲の設定を行う。 

※シミュレーションを行うためのデータ及び資料は機構から貸与する。 

 

（２）対象建築物 

対象建築物 備 考 

三鷹駅前近接地 事前調査 

※建築物の詳細は、案内図及び配置図は別添による。 

 

（３）対象放送局 

・ 墨田局（東京スカイツリー）：地上デジタル 8 波 

・ 神奈川局：地上デジタル 1 波 

・ 埼玉局：地上デジタル 1 波 

・ 千葉局：地上デジタル 1 波 

・ BSAT-1a 

・ JCSAT-3 

・ JCSAT-4 

 

６ 特記事項 

（１）本調査は、本仕様書、測定エリア図及び下記技術資料に基づき実施する。なお、本調査に

必要な資料、機器、材料等はすべて受注者の負担とする（調査方法については、機構担当者

と協議を行うこと）。 

 建造物障害計算用パソコンソフト ビルエキスパート（ﾃﾞｼﾞﾀﾙ・ｱﾅﾛｸﾞ版）（(社)日本ＣＡ

ＴＶ技術協会） 

 建造物障害予測の手引き 改訂版（(社)日本ＣＡＴＶ技術協会） 

 建造物障害予測の手引き 地上デジタル放送（(社)日本ＣＡＴＶ技術協会） 
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 建造物によるテレビ受信障害調査要領（(社)日本ＣＡＴＶ技術協会発行） 

 建造物による受信障害調査要領（地上デジタル放送）（（社）日本ＣＡＴＶ技術協会発行） 

 

（２）実施体制 

①現場代理人通知書および業務工程表 

業務の履行にあたっては、社団法人日本ＣＡＴＶ技術協会「第１級ＣＡＴＶ技術者」又

は「第１級有線テレビジョン放送技術者」の資格を有する調査責任者を、速やかに様式

－１により現場代理人通知書を作成し、機構担当者に提出する。 

業務工程表作成にあたっては、履行途中の工程管理、機構担当者との協議において、十

分な時間的余裕を確保出来るようにし、かつ業務内容をもれなく記載すること。 

②現地調査等 

業務の着手にあたっては、事前に業務対象敷地及び周辺の現況を充分調査する。また、

その他当該業務に必要な情報等を収集したうえで必要な事項の抽出及び技術的な検証等

を行い、その内容を整備し、都市機構担当者に提出すること。 

③履行の報告、協議及び設計記録の整備 

受注者は、当初段階における業務実施方針の説明、履行途中における経過説明及び都市

機構担当者の指示等への対応についての説明を行うこと。 

業務の各段階において必要と認められるときは、都市機構担当者と十分協議の上、確認

を受ける。また、協議内容については、その都度、業務記録を整備し、都市機構担当者

に提出する。 

 

７ 調査報告書の提出 

※提出する調査報告書は、次表により取りまとめ各３部提出する。なお、成果品はグリーン購入

法に基づき作成すること。 

※調査報告書には「第１級ＣＡＴＶ技術者」又は「第１級有線テレビジョン放送技術者」の 

氏名・捺印及び登録番号を記述する。 

 地上デジタル放送 衛星放送 

表紙 ○ （地上デジタル放送に含む） 

調査方法 ○ （地上デジタル放送に含む） 

事前調査報告文書 ○ （地上デジタル放送に含む） 

テレビ受信障害予測図 

（縮尺 1/1000～1/5000） 
○ ○ 

 

８ 契約完了後の義務 

契約完了後、設計図書に誤記が認められたときは、速やかに修正する。また、今後の設計に参考と

なる意見があれば提出する。 
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９ 疑義 

本仕様書に記載のない事項等、疑義が生じたときは、その都度、機構担当者と協議する。 

 

10 設計完了手続 

設計完了後に、次の書類を各３部提出する。 

①完了届   ②納品書   ③引渡書   ④請求書 

 

11 契約の保証 

本業務については、不要とする。 

 

12 現場代理人 

現場代理人は、下記の資格保有者でなければならない。なお、通知様式は様式－１による。 

現場代理人の資格要件 

社団法人日本ＣＡＴＶ技術協会「第１級ＣＡＴＶ技術者」 

又は「第１級有線テレビジョン放送技術者」 

 

13 履行報告 

契約の履行に関する報告は、別途機構担当者の求めに応じて報告しなければならない。 

 

14 貸与品等 

貸与品等は次のものとする。 

貸与品等の品名 数 量 引渡し場所 引渡し時期 返還時期等 

配置図 １式 ストック事業推進部

事業第３課 
契約締結日以降 履行期間末日 

立面図 １式 

 

15 その他 

「個人情報等の保護に関する特約条項」「外部電磁的記録媒体の利用に関する特約条項」（機構ホー

ムページ→入札・契約情報→入札心得・契約関係規程→入札関連様式・標準契約書→当機構で使

用する標準契約書等について→特約条項等を参照）を確認し、業務を実施すること。「個人情報等

の保護に関する特約条項」第２条に定める個人情報等の保管場所、取扱場所及び取扱場所から持

ち出す場合等の手続き等については、下記のとおりとする。 

①保管場所は受注者事務所内とし、施錠できる場所に保管する。 

②取扱場所は受注者事務所内とし、取扱終了後は速やかに保管場所に返却し施錠する。 

③取扱場所から持ち出す場合は、事前に機構担当者の了解を得、保管場所に返却後はその旨を報告

する。 

④原則として携帯電話に業務に係る個人情報を登録しない。 
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様式－１ 

 

 現 場 代 理 人（ 変 更 ）通 知 書 

 

                                                                令和     年     月     日 

 

独立行政法人都市再生機構 東日本賃貸住宅本部 

本部長 倉上 卓也 

 

                                              受注者   住所                              

                                                        氏名                           印 

 

 

令和     年     月     日付けで契約締結した次の業務について、現場代理人を下記のとおり決定

（変更）したので通知します。 

 

 

  業 務 の 名 称   三鷹駅前近接地テレビ電波障害防除調査業務（事前）  

    

 

記 

 

       １ 氏     名                                    （      年     月     日生） 

 

 

       ２ 学       歴 

         （最 終 学 歴 を 記 入） 

 

       ３ 職       歴 

 

 

       ４ 取 得 資 格     （一社）日本ＣＡＴＶ技術協会 

                「第1級ＣＡＴＶ技術者」 

                （第〇〇〇〇〇〇号） 
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別添 

案内図 
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配置図 

 


